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１．運輸安全委員会の政策課題 

（１）運輸安全委員会の信頼回復 

航空・鉄道事故調査委員会（当時）の元委員の情報漏えい等の問題に関し、ご遺族・

被害者等、外部の有識者の方々（検証メンバー）のご指導を得て、福知山線脱線事故

調査報告書の信頼性を徹底的に検証しているところ。 

 福知山線列車脱線事故調査等に関する経緯 

平成１７年 ４月２５日 福知山線列車脱線事故発生、事故調査を開始 
平成１８年 １２月２０日 意見聴取会用の事実調査報告書案を公表 
平成１９年 ２月 １日 意見聴取会を開催

 ６月２８日 事故調査報告書を公表

平成２１年 ８月 委員会で山口元委員の情報漏えい等を把握 
 ９月２５日 国土交通大臣より山口元委員の情報漏えい等を発表 
 １２月 ７日 福知山線脱線事故調査報告書に関わる検証メンバー会合（第

１回）を開催 
平成２２年  ４月１９日 検証メンバー会合（第２回）を開催
  

 情報漏えい等の概要 

①山口浩一元委員（非常勤委員） 

・山崎社長等との直接の面会等を通じ、委員会の審議状況の情報を提供するととも

に、審議中の事故調査報告書案を提供する。 

・山崎社長からの依頼を受け、委員会において最終事故調査報告書案の修正意見を

述べる（修正意見は他の委員の反対により採用されず）。 

②佐藤泰生元委員（常勤委員・鉄道部会長） 

・ＪＲ西日本社員と共通の知人の３人で、夜の飲食を伴う場において合計９回面談。

ＪＲ西日本社員からの質問に応じ、事実調査報告書に盛り込む内容等について情

報提供等を行う。 

 検証作業の方向性 

・関係者(ＪＲ西日本･委員会)へのヒアリングの実施等により今般の問題に係る検

証を実施中 

・加えて、事故調査のあり方等に関する提言をまとめる 

・概ね１年後を目標とする 
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（２）情報提供のあり方の見直し 

運輸安全委員会設置法改正の際(平成２０年)に、民主党提案により盛り込まれた設

置法第２８条の２(情報の提供）の規定の趣旨を踏まえ、被害者・ご遺族等の関心に

配慮した事故等調査報告書の作成・公表等のあり方を検討し、所要の対応をとってい

るところ。 

具体的には、 

・内容が複雑で大部な報告書については、報告書にその要約を記載し、理解の容易化

を図る、 

・希望に応じて、被害者・ご遺族等に対する報告書の説明会を実施、 

・社会的な関心の高い事故等については、調査の途中段階で進捗状況の記者説明を行

うと同時にホームページにも掲載、 

・主要事故等に係る報告書ダイジェスト版を掲載したニュースレターを発行  等 

の対応を行っているところ。今後も試行を繰り返しながら、国民目線に立った事故等

調査に努めていく。 

 

（３）人材育成 

技術の発達等に対応するとともに、国際的な水準の調査手法等を修得することが、

複雑な原因究明を的確に行うためには必要不可欠。このため､海外機関の行う事故調

査研修等に参加するほか、解析技術の修得等の研修活動により、事故調査官の能力向

上を図る。 

 

 

２．運輸安全委員会の所管法律 

○運輸安全委員会設置法（昭和四十八年法律第百十三号） 

 



運輸安全委員会発足の経緯等

年 東 航空横津 墜落事昭和46年7月3日 東亜国内航空横津岳墜落事故

東亜国内航空ばんだい号（ＹＳ１１）が丘珠空港から函館空港に
向けて飛行中に横津岳に激突、墜落した。
乗客 乗員68名全員死亡

昭和49年1月11日 航 空 事 故 調 査 委 員 会

昭和46年7月30日 全日空雫石衝突事故

乗客・乗員68名全員死亡

昭和49年1月11日 航 空 事 故 調 査 委 員 会全日空旅客機と航空自衛隊戦闘機が飛行中に接触し、双方とも
墜落。自衛隊機の乗員は脱出したが、全日空旅客機は空中分解
し、乗客155名、乗員7名の計162名全員死亡

平成12年3月8日 営団日比谷線中目黒駅構内
列車脱線事故

日比谷線北千住発菊名行きの最後尾車両が、中目黒駅手前の

平成13年10月1日 航空 ・ 鉄道事故調査委員会

平成18年3月 運輸安全 括法衆参附帯決議

カーブで脱線し、対向の中目黒発竹行きと側面衝突、大破した。
死者5名、負傷者64名

平成18年3月 運輸安全一括法衆参附帯決議
（業務範囲の拡大、体制・機能の強化）

平成20年5月 ＳＯＬＡＳ条約採択

平成20年10月1日 運 輸 安 全 委 員 会

月 条約採択
（責任追及と原因究明の分離）
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○ 主な業務

運輸安全委員会の業務

（１） 事故が発生した原因や被害の原因を究明するための調査。

（２） 事故の再発防止や被害の軽減のための施策・措置についての関係行政機関や原因関係者（２） 事故の再発防止や被害の軽減のための施策 措置についての関係行政機関や原因関係者

への勧告・意見陳述。

（３） 事故の調査方法、事故の再発防止・被害軽減のための必要な調査・研究。

【平成２２年４月１日現在の組織】

（常勤委員８名、非常勤委員５名）

１７６名
（うち地方72名）

含 ず

運輸安全委員会

事 務 局

委員は含まず審 議 官

航空事故調査官

鉄道事故調査官

（函館 仙台 横浜 神戸 広島 門司 長崎 那覇に配置）

鉄道事故調査官

船舶事故調査官

地方事故調査官

（函館、仙台、横浜、神戸、広島、門司、長崎、那覇に配置）

参 事 官

総 務 課 2



事故調査の流れ

Step ４
試験研究等

●委員会審議を
通じ、必要な事実

※１ 調査への参加

調査に参加す

※２ 意見聴取会

必要に応じて、
意見聴取会を

Step ３ Step ５
事実調査 委員会審議

深度化した
原因究明

通じ、必要な事実
調査や試験研究
等が繰り返し行
われます。

調査に参加す
る国は、調査実
施国の管理の下
で、調査に参加
できます。

意見聴取会を
開き、関係者
や学識経験者
から意見を聞く
ことがあります。 3



平成２１年における事故等調査取扱件数

平成２０年からの
引継ぎ件数

平成２１年に
新たに調査と

平成２１年の
調査取扱件数

平成２１年に
公表した報告書引継ぎ件数

新たに調査と
なった件数

調査取扱件数 公表した報告書

航 空 29
(事故19，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ10)

30
(事故19，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ11)

59
(事故38，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ21)

23

鉄 道 15 15 30 17鉄 道 15
(事故12，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ3)

15
(事故11，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ4)

30
(事故23，ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ7)

17

船 舶
652

(事故525（重大11），
ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ127)

1641
(事故1398（重大14），

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ243)

2293
(事故1923（重大25），

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ370)

1371
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ｲﾝｼﾃ ﾝﾄ127) ｲﾝｼﾃ ﾝﾄ243) ｲﾝｼﾃ ﾝﾄ370)

※件数は、H21.12.31現在



平成22年度 予算概要

総額 ２，０７４，９９８千円

公共交通等安全対策に必要な経費

１７７，７６３千円

運輸安全委員会に必要な経費

１，８９７，２３５千円

航空事故調査 ６５，６７９千円

調査経費 ５８，９９６千円

人 件 費 １，８０２，１４６千円
鉄道事故調査 ４８ ２２７千円

調査旅費 ６，６８３千円

共通経費 ９５，０８９千円

鉄道事故調査 ４８，２２７千円

調査経費 ４４，４８３千円

調査旅費 ３，７４４千円

船舶事故調査 ６３，８５７千円

調査経費 ４０，９９０千円

調査旅費 ２２，８６７千円
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